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１．業務の基本的事項 
１－１ 業務の目的 

本格的な人口減少社会を迎える中、今後とも我が国が経済成長を実現するためには、各分野におい

て生産性の向上を図ることが必要である。 

不動産分野についてみると、現状では、有効に活用されていない未利用ストックが多数存在してい

る。全国の空き家の総数は、近年、増加の一途をたどり、平成 25 年時点で約 820 万戸、住宅ストック

総数の 13.5％を占めている。また、世帯が所有する空き地面積は、平成 15年からの 10 年間で約 1.4

倍に増加している。 

空き家・空き地等の流通・利活用が進みにくい背景として、空き家・空き地等の有効活用・管理に

は、不動産取引の専門家である宅地建物取引業者の協力が不可欠である中で、地方公共団体と宅地建

物取引業者などが連携・協力した取組がまだ全国的に広がっていないことが挙げられる。これらの課

題を解消し、不動産分野における生産性の向上を図り、我が国の経済成長に貢献するためには、国民

の未利用資産である空き家・空き地等の不動産ストックについて、需給のミスマッチの解消や新たな

需要の創出等により、その流動性を高め、有効活用を推進する必要がある。 

本業務では、地域の空き家・空き地等の利活用に取組む地方公共団体と宅地建物取引業者などが連

携した団体を募集・選定し、事例の分析や周知等を通じて、空き家・空き地等の流通促進を図ること

を目的としている。 
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１－２ 業務内容 
本業務では、以下の４つについて実施した。 

 

① 地域の空き家・空き地等の利活用等に取組む団体の募集・選定 

地域の空き家・空き地等の利活用に取組む地方公共団体と宅地建物取引業者などが連携した団体を

募集し、空き家・空き地等の流通促進のために有効な取組か否かを判断・審査するため、一定の選定

基準を設定した上で選定を行った。 

 
② 団体の取組内容の分析等 

①で選定した各団体の取組内容を集約・整理し、地域の空き家・空き地等の利活用等における取組

の課題・効果等について分析・検討を行った。 
 
③ 成果発表会の開催 

団体の事業期間終了後、団体間の情報共有や意見交換等を目的とし、有識者同席のもと、成果発表

会を実施した。 
 

④ 本事業の周知及び各団体の取組の横展開 

各団体の取組事例等を公表し、本事業の周知及び取組事例の横展開を図ることを目的として、事業

紹介ホームページを作成した。 
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２．業務実施内容 
２－１ 地域の空き家・空き地等の利活用等に取組む団体の募集・選定 

地方公共団体と宅地建物取引業者などが連携して地域の空き家・空き地等の利活用等に取組む団体

の募集・選定を行った。募集から選定までの経過及び概要について、以下で説明する。 

 

（１）団体の募集 

下記の方法・期間で団体の募集を行った。 

 

（２）モデル事業者の選定 

１）評価方法 
募集要項に示した下記の項目をもとに応募内容を評価し、応募団体の中からモデル事業者の選定を

行った。 

 

２）新技術を活用した取組への積極的支援 
新技術の活用（VRやスマートロック等）により既存の空き家等の流通モデルの課題解決を図る取組

については、事例の収集及び新技術活用の効果・課題分析等を行う観点から、積極的に支援を図るこ

ととした。 

募集情報周知 国土交通省ホームページ及び株式会社価値総合研究所（調査検討業務実施事業

者）ホームページにより募集開始の情報を募集開始日にリリース。不動産専門情

報媒体や不動産団体等を通じ募集開始について周知を図った。 
株式会社価値総合研究所ホームページに募集要項を掲載した。 

応募期間 平成 30 年 4 月 18 日（水）～平成 30 年 5 月 18 日（金） 
応募方法 募集要項に示された様式に従い、株式会社価値総合研究所に書類提出 

①本事業の理解度、先進性・独創性・汎用可能性 

本事業の趣旨を理解しているか、地域の空き家・空き地等の利活用等の推進を図る提案内容として先

進性・独創性・汎用可能性があるか。 

 

②支援の必要性 

提案された内容が、地域の空き家・空き地等の利活用等を促すに当たって効果的であり、支援の必要

性があるか。 

 

③事業提案内容の実現可能性・継続可能性 

提案された事業内容の実現可能性について、実施体制、スケジュール、資金計画等の観点から実現可

能かどうか。また、本事業終了後も提案された事業内容が継続可能かどうか、特に実施体制における

協議会構成員の役割分担や、それにもとづく今後の継続実施の方向性が示されているか。 

 

④その他 

①～③以外の視点による提案がある場合。 
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３）選考結果 
募集の結果、全国から 55団体の応募があり、１）・２）で示した評価項目による評価の結果、下記

に示す 54団体が採択された。 

 
１ 公益社団法人青森県宅地建物取引業協会 

２ 一般社団法人インスペクション東北 

３ 公益社団法人福島県宅地建物取引業協会 

４ 館林三手家守舎 

５ 公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

６ 一般社団法人地方創生プロジェクト 

７ 柏市空き家相談窓口 

８ 空き家利活用プロジェクト 

９ 地域における住宅確保要配慮者に対する空き家利活用促進事業２ 

10 板橋宿まちづくり協議会 

11 空き家お直しコンシェルジュ 

12 日本空き家活用プロジェクト 

13 集合住宅環境配慮型リノベーション検討協議会（通称：エコリノ協議会） 

14 ウエスト東京空き家ラボ 

15 空き家ハイブリッド活用プロジェクト 

16 空き家再生プロデューサー育成プログラム 

17 高岡市空き家活用推進協議会 

18 住民参加型空き家魅力ＵＰ協議会 

19 NPO 法人ふるさと福井サポートセンター 

20 長野県ふるさと移住促進協議会 

21 信州中古住宅流通ネットワーク（ＮＥＸ-Ｔ) 

22 岐阜県各務原市空き家・空き地のサポート協議会 

23 「空き家マイスター」を中心とした空き家相談・流通・人材育成事業 

24 空き家実家相談センター 

25 
働く女性の為の空き家再生事業者育成プロジェクト（安定した高齢者・シングル

マザー向け賃貸住宅の供給） 

26 空き家・空き地の相談センター（協議会） 

27 公益社団法人滋賀県宅地建物取引業協会 

28 一般社団法人日本空き家管理協会 

29 公益社団法人京都府宅地建物取引業協会 

30 公益社団法人全日本不動産協会京都府本部 

31 
都市居住推進研究会（都心部の路地における子育て支援空間としての検証とテー

マ型再生事業手法の構築） 

32 一般社団法人大正・港エリア空き家活用協議会 

33 池田市空き家バンク普及促進検討協議会 
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４）参考：昨年度（平成 29 年度）の同モデル事業における採択団体 
上記と同様のモデル事業については昨年度においても実施しており、今年度は 2 か年目となってい

る。昨年度も今年度同様に募集・選定を実施し、下記に示す 38団体が採択されている。また、昨年度

に引続き今年度も採択された団体も散見される。 

なお、各団体の取組概要については昨年度の報告書にて紹介している。 

※団体名称は平成 29 年度モデル事業応募当時の名称 
１ 公益社団法人福島県宅地建物取引業協会 

２ 公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

３ 株式会社Ｋ－コンサルティング 

４ 一般社団法人地方創生プロジェクト 

５ 一般社団法人ＴＯＫＹＯ住まいと暮らし 

６ 地域における住宅確保要配慮者に対する空き家利活用促進事業 

７ 高岡市空き家活用推進協議会 

８ 特定非営利活動法人ふるさと福井サポートセンター 

９ 空き家・空き地の相談センター 

10 空き家ネットワークみえ 

11 公益社団法人滋賀県宅地建物取引業協会 

34 茨木市空き家・空き地等「自治会モデル事業」プロジェクト 

35 ひょうご創生空き家活用プロジェクト 

36 特定非営利活動法人兵庫空き家相談センター 

37 特定非営利活動法人空き家コンシェルジュ 

38 NPO 法人八木まちづくりネットワーク 

39 木綿街道空き家・空き地の利活用活性化事業 

40 広島空き家利活用推進協議会 

41 廿日市市空き家０プロジェクト推進チーム 

42 特定非営利活動法人山口県定期借地借家権推進機構 

43 高知県居住支援協議会 空き家対策部会 

44 うきはリライトプロジェクト 

45 空き家相談会事業 

46 DIY 型賃貸借の普及のためのリノベーションモデル事業の構築 

47 日南市まちなみ再生モデル事業 

48 公益社団法人全日本不動産協会鹿児島県本部 

49 阿久根市産学官金連携「空き家・空き地等利活用」事業 

50 NPO 法人頴娃おこそ会 

51 長島町遊休富動産利活用促進事業（N-project） 

52 OKINAWA 型中古住宅流通研究会 

53 空き家・空き地の相談窓口 

54 一般社団法人全国住宅産業協会 
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12 公益社団法人京都府宅地建物取引業協会 

13 一般社団法人日本空き家管理協会 

14 池田市空き家バンク設置検討協議会 

15 特定非営利活動法人兵庫空き家相談センター 

16 一般社団法人すまいの未来研究機構 

17 特定非営利活動法人空き家コンシェルジュ 

18 佐賀関空き家再生プロジェクト 

19 日南市まちなみ再生モデル事業 

20 阿久根市産官学金連携「空き家・空き地等利活用」事業 

21 ＯＫＩＮＡＷＡ型中古住宅流通促進協議会 

22 一般社団法人全国住宅産業協会 

23 公益社団法人青森県宅地建物取引業協会 

24 ひとり親家庭を対象とした生活支援と居住支援ガイドライン化事業 

25 コマースブレイン株式会社 

26 地域の空き家・空き地の相談窓口事業 

27 日本空き家活用プロジェクト 

28 信州中古住宅流通ネットワーク 

29 ローコスト再生空き家流通促進及び空き家の再生事業者の育成プロジェクト 

30 空き家実家相談センター 

31 公益社団法人全日本不動産協会京都府本部 

32 枚方空き家・空き地等利活用プロジェクト 

33 一般社団法人岡山県宅地建物取引業協会 

34 一般社団法人岡山住まいと暮らしの相談センター 

35 木綿街道再生モデル事業 

36 入江不動産株式会社 

37 特定非営利活動法人頴娃おこそ会 

38 Ｎ-project 
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２－２ 各団体の取組 
ここでは、採択された 54 団体の取組概要（内容や特徴、事業実施により得た成果等）について紹介す

る。 

１）公益社団法人青森県宅地建物取引業協会 

 

 

２）一般社団法人インスペクション東北 
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３）公益社団法人福島県宅地建物取引業協会  

 

 

 

４）館林三手家守舎 
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５）公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

 

 

 

６）一般社団法人地方創生プロジェクト 
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７）柏市空き家相談窓口 

 

 

 

８）空き家利活用プロジェクト 
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９）地域における住宅確保要配慮者に対する空き家利活用促進事業 2 

 

 

 

１０）板橋宿まちづくり協議会 
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１１）空き家お直しコンシェルジュ 

 

 

 

１２）日本空き家活用プロジェクト 
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１３）集合住宅環境配慮型リノベーション検討協議会(通称:エコリノ協議会) 

 

 

 

１４）ウエスト東京空き家ラボ 
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１５）空き家ハイブリッド活用プロジェクト 

 

 

 

１６）空き家再生プロデューサー育成プログラム 
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１７）高岡市空き家活用推進協議会 

 

 

 

１８）住民参加型空き家魅力 UP 協議会 

 

 



 

 16

１９）NPO 法人ふるさと福井サポートセンター 

 

 

 

２０）長野県ふるさと移住促進協議会 
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２１）信州中古住宅流通ネットワーク（NEX-T） 

 

 

 

２２）岐阜県各務原市空き家・空き地のサポート協議会 
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２３）「空き家マイスター」を中心とした空き家相談・流通・人材育成事業 

 

 

 

２４）空き家実家相談センター 
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２５）働く女性の為の空き家再生事業者育成プロジェクト（安定した高齢者・シングルマザー向け賃

貸住宅の供給） 

 

 

 

２６）空き家・空き地の相談センター（協議会） 
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２７）公益社団法人滋賀県宅地建物取引業協会 

 

 

 

２８）一般社団法人日本空き家管理協会 

 

 


